
 

 

議案第２９号 

 

 

   小金井市保育料徴収条例の一部を改正する条例 

 

 

小金井市保育料徴収条例の一部を別紙のように改正する。 

 

 

     平成２５年２月２８日提出 

 

          小金井市長 稲 葉 孝 彦 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （提案理由） 

 保育料徴収基準額表において、年齢区分の見直し及び年少扶養控除の廃止等に伴う

規定の整備をする必要があるため、本案を提出するものであります。 



 

   小金井市保育料徴収条例の一部を改正する条例 

 

 小金井市保育料徴収条例（平成１１年条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表注１から同表注３までを次のように改める。 

（注）１ ３歳未満児及び３歳以上児とは、次に掲げるとおりとする。 

⑴ ３歳未満児とは、小金井市保育の実施に関する条例の規定による保育が実施

された年度（次号において「保育実施年度」という。）の初日の前日において

３歳に達していない児童をいい、その児童がその年度の途中で３歳に達した場

合においても、その年度に限り３歳未満児とみなす。 

⑵ ３歳以上児とは、保育実施年度の初日の前日において３歳に達している児童

をいう。 

２ この表の階層区分Ｃ１階層における「均等割の額」とは、地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）第２９２条第１項第１号に規定する均等割の額をいい、Ｃ１

階層、Ｃ２階層における「所得割の額」とは、同項第２号に規定する所得割（こ

の所得割を計算する場合には、同法第３１４条の７、第３１４条の８、同法附則

第５条第３項、第５条の４第６項及び第５条の４の２第５項の規定は適用しない

ものとし、同法第３１４条の２第１項第１１号に規定する扶養控除については、

地方税法等の一部を改正する法律（平成２２年法律第４号）による改正前の地方

税法第３１４条の２第１項第１１号及び同条第４項の規定を適用する。）の額を

いう。ただし、地方税法第３２３条に規定する市民税の減免があった場合には、

その額を所得割の額又は均等割の額から順次控除して得た額を所得割の額又は

均等割の額とする。 

３ この表の階層区分Ｄ１階層からＤ２０階層までにおける「所得税の額」とは、

所得税法（昭和４０年法律第３３号）、租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和２２年

法律第１７５号）の規定によって計算された所得税額（この所得税額を計算する

場合には、所得税法第８４条第２項に規定する扶養控除については、所得税法等

の一部を改正する法律（平成２２年法律第６号）による改正前の所得税法第２条

第１項第３４号から第３４号の３までの規定及び第８４条第１項の規定を適用

する。）をいう。ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は、適用しな

いものとする。 



 

  ⑴ 所得税法第７８条第１項（同条第２項（第２号及び第３号にあっては、地方

税法第３１４条の７第１項第２号に規定する寄附金に限る。）に規定する寄附金

に限る。）、第９２条第１項及び第９５条第１項から第３項までの規定 

⑵ 租税特別措置法第４１条第１項から第３項までの規定、第４１条の２、第４

１条の３の２第１項、第２項、第４項及び第５項、第４１条の１９の２第１項、

第４１条の１９の３第１項及び第２項、第４１条の１９の４第１項及び第２項

並びに第４１条の１９の５第１項 

⑶ 租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成１０年法律第２３号）附則第

１２条 

 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の別表の規定は、平成２５年４月以後の月分の保育料につ 

いて適用し、同月前の月分の保育料については、なお従前の例による。 
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議案第２９号資料 

小金井市保育料徴収条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正条例 現行条例 備考 

別表（第３条関係） 別表（第３条関係）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育料徴収基準の年

齢区分の改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方税法に関する年

少扶養控除の廃止等

に係る規定の整備 

 保育料徴収基準額表   保育料徴収基準額表  

 保育を実施する児

童の属する世帯の

階層区分 

徴収基準額（月額） 単位：円   保育を実施する児

童の属する世帯の

階層区分 

   徴収基準額(月額)     単位：円  

 定義及び条件 階

層

区

分 

同一世帯で保

育を実施する

児童が１人の

場合 

同一世帯で保

育を実施する

児童が第２子

の場合 

同一世帯で保

育を実施する

児童が第３子

以降の場合 

  定義及び条件 階

層

区

分 

同一世帯で保

育を実施する

児童が１人の

場合 

同一世帯で保

育を実施する

児童が第２子

の場合 

同一世帯で保

育を実施する

児童が第３子

以降の場合 

 

 ３歳未

満児 

３歳以

上児 

３歳未

満児 

３歳以

上児 

３歳未

満児 

３歳以

上児 

  ３歳未

満児 

３歳以

上児 

３歳未

満児 

３歳以

上児 

３歳未

満児 

３歳以

上児 

 

   省 略     省 略   

（注）１ ３歳未満児及び３歳以上児とは、次に掲げるとおりと

する。 

      ⑴ ３歳未満児とは、小金井市保育の実施に関する条例 

の規定による保育が実施された年度（次号において「保

育実施年度」という。）の初日の前日において３歳に

達していない児童をいい、その児童がその年度の途中

で３歳に達した場合においても、その年度に限り３歳

未満児とみなす。 

       ⑵ ３歳以上児とは、保育実施年度の初日の前日におい

て３歳に達している児童をいう。 

（注）１ ３歳未満の児童とは、小金井市保育の実施に関する条

例の規定による保育が実施された日の属する月の初日に

おいて３歳に達していない児童をいい、その児童がその

年度の途中で３歳に達した場合においても、その年度に

限り３歳未満児とみなす。 

２ この表の階層区分Ｃ１階層における「均等割の額」と

は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条

第１項第１号に規定する均等割の額をいい、Ｃ１階層、

Ｃ２階層における「所得割の額」とは、同項第２号に規

定する所得割（この所得割を計算する場合には、同法第

３１４条の７、第３１４条の８、同法附則第５条第３項、

第５条の４第６項及び第５条の４の２第５項の規定は適

用しないものとし、同法第３１４条の２第１項第１１号

に規定する扶養控除については、地方税法等の一部を改

正する法律（平成２２年法律第４号）による改正前の地

２ この表の階層区分Ｃ１階層における「均等割の額」と

は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条

第１項第１号に規定する均等割の額をいい、Ｃ１階層、

Ｃ２階層における「所得割の額」とは、同項第２号に規

定する所得割（この所得割を計算する場合には、同法第

３１４条の７及び同法附則第５条第２項の規定は適用し

ないものとする。）の額をいう。ただし、同法第３２３

条に規定する市民税の減免があった場合には、その額を

所得割の額又は均等割の額から順次控除して得た額を所

得割の額又は均等割の額とする。 
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方税法第３１４条の２第１項第１１号及び同条第４項の

規定を適用する。）の額をいう。ただし、地方税法第３

２３条に規定する市民税の減免があった場合には、その

額を所得割の額又は均等割の額から順次控除して得た額

を所得割の額又は均等割の額とする。 

３ この表の階層区分Ｄ１階層からＤ２０階層までにおけ

る「所得税の額」とは、所得税法（昭和４０年法律第３

３号）、租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）及

び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する

法律（昭和２２年法律第１７５号）の規定によって計算

された所得税額（この所得税額を計算する場合には、所

得税法第８４条第２項に規定する扶養控除については、

所得税法等の一部を改正する法律（平成２２年法律第６

号）による改正前の所得税法第２条第１項第３４号から

第３４号の３までの規定及び第８４条第１項の規定を適

用する。）をいう。ただし、所得税額を計算する場合に

は、次の規定は、適用しないものとする。 

３ この表の階層区分Ｄ１階層からＤ２０階層までにおけ

る「所得税の額」とは、所得税法（昭和４０年法律第３

３号）、租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）及

び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する

法律（昭和２２年法律第１７５号）の規定によって計算

された所得税の額をいう。ただし、所得税額を計算する 

     場合には、次の規定は、適用しないものとする。 

所得税法に関する年

少扶養控除の廃止等

に係る規定の整備 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 所得税法第７８条第１項（同条第２項（第２号及び

第３号にあっては、地方税法第３１４条の７第１項第

２号に規定する寄附金に限る。）に規定する寄附金に

限る。）、第９２条第１項及び第９５条第１項から第

３項までの規定 

⑴ 所得税法第９２条第１項並びに第９５条第１項、第 

２項及び第３項 

⑵ 租税特別措置法第４１条第１項から第３項までの規 

定、第４１条の２、第４１条の３の２第１項、第２項、 

第４項及び第５項、第４１条の１９の２第１項、第４

１条の１９の３第１項及び第２項、第４１条の１９の

４第１項及び第２項並びに第４１条の１９の５第１項 

⑵ 租税特別措置法第４１条第１項及び第２項 

⑶ 租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成１０

年法律第２３号）附則第１２条 

 

    ４ 省略 

⑶ 租税特別措置法及び阪神・淡路大震災の被災者等に 

 係る国税関係法律の臨時特例に関する法律の一部を改

正する法律（平成９年法律第２２号）附則第１０条 

４ 省略 

    第

１

欄 

第

２

欄 

第

３

欄 

 

 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 
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 （経過措置） 

２ この条例による改正後の別表の規定は、平成２５年４月以後の

月分の保育料について適用し、同月前の月分の保育料については、

なお従前の例による。 

 


